平成２７年度
国の施策に関する提案・要望

（財務会計制度関連）

平成２６年７月
大阪府
平成２７年度国の施策に関する提案・要望（財務会計制度関連）
日頃から、大阪府政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、今後の地方自治体の経営改善への取組を推進するためには、複式簿記・発生主義に基づく新たな地方公会計制度の導入を積極的に進める必要があります。

国においては、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」が取りまとめられ、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準を示されたところです。現在これを踏まえた、実務的な取扱いなどを定める要領等の検討が進められているところです。
本府では、平成２３年度から複式簿記・発生主義に基づく独自の新公会計制度の運用を開始しております。これまでの本府の先行的な取組みについて十分ご理解いただくとともに、新たな地方公会計制度が、地方自治体のより一層の経営改善が図られるものとなるよう、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松井 一郎
１．統一的な基準による財務書類等の作成について

　平成27年1月を目途に予定されている、地方公共団体に対する統一的な基準による財務書類等の作成の要請に当たっては、先行導入団体の財務諸表の作成・公表の継続性についても十分に配慮するとともに、先行自治体の創意と工夫を尊重されるよう取扱われたい。
また、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」を踏まえ、固定資産の評価方法をはじめとする、具体的な実務の取扱いを規定する要領等の今後の検討に当たっては、先行導入団体の意見や実務の実態を十分踏まえること。
２．決算資料の充実

決算の審議をより充実して行うためには、財務諸表を活用し、事務事業ごとに経営の観点から精査することが不可欠である。そのため、新しく作成した財務諸表が早期かつ効率的に活用できるよう、地方自治法など関係法令により定められている決算の関係書類の見直しをはじめとする財務会計制度の環境整備を行うこと。

